
群馬東部水道企業団人事行政の運営等の状況について 

 

 地方公務員法第５８条の２及び群馬東部水道企業団人事行政の運営等の状況の公表に関

する条例に基づき、令和元年度における人事行政の運営等の状況を次のとおり報告いたし

ます。 

 

１ 職員の任免及び職員数に関する状況 

 企業団の職員は、地方自治法第２５２条の１７の規定による構成市町からの派遣職員で

構成されています。 

（１）職員数の状況 
派遣元団体 

人数 
太田市 館林市 みどり市 板倉町 明和町 千代田町 大泉町 邑楽町 計 

H31.4.1 ２０人 １３人 ２１人 ２人 ２人 ２人 ４人 ３人 ６７人 

H30.4.1 ２０人 １３人 ２１人 ２人 ２人 ２人 ５人 ３人 ６８人 

※再任用短時間勤務職員を含む 

 

（２）部門別職員数の状況（平成３１年４月１日現在） 

所属名称 職員数 

企業職員（水道） ６７人 

 局長 １人 

次長 ２人 

総務課 １１人 

企画課 １１人 

工務管理課 ２２人 

館林支所 １２人 

みどり支所 ８人 

※再任用短時間勤務職員を含む 

※群馬東部水道企業団職員定数条例による定員：１００人 

 

２ 職員の人事評価の状況 

（１）評価の種類 

  人事評価  能力評価  職務行動評価 

                       態度評価 

                 業績評価  目標達成度評価 

                       活動評価 

 

（２）評価期間    上期 平成３１年４月１日から令和元年９月３０日まで 

           下期 令和元年１０月１日から令和２年３月３１日まで 



３ 職員の給与の状況 

 職員の給与は、派遣元団体の関係規程を適用し、企業団が支給しています。 

（１）職員１人あたり人件費の状況（令和元年度決算） 

職員数 人件費額 １人あたり 

給料 手当 法定福利費 計 人件費 

６７人 264,870 

千円 

148,251 

千円 

86,017 

千円 

499,138 

千円 

7,450 

千円 

※人件費額は、児童手当、退職給付負担金は含みません 

 

（２）職員の平均給料月額等及び平均年齢の状況（平成３１年４月１日現在） 

区分 平均給料月額 平均給与月額 平均年齢 

群馬東部水道企業団 336,500 円 378,641 円 44.6歳 

【参考】    

県内市町村 

（一般行政職） 
317,339 円 381,914 円 41.6歳 

国（一般行政職） 329,433 円 411,123 円 43.4歳 

 

 

４ 職員の勤務時間その他の勤務条件の状況 

（１）勤務時間の状況 

１週間の勤務時間 始業時刻 終業時刻 休憩時間 

３８時間４５分 午前８時３０分 午後５時１５分 
午後０時から 

午後１時まで 

 

（２）年次有給休暇の取得状況 

 平均取得日数 １６．３２日（平成３１年１月１日から令和元年１２月３１日まで） 

 

（３）特別休暇の状況 

休暇の種類 期間 

公民権行使のための休暇 その都度企業長が必要と認める期間 

裁判員、証人、鑑定人、参考人等として官公署

へ出頭するための休暇 

その都度企業長が必要と認める期間 

骨髄提供のための休暇 その都度企業長が必要と認める期間 

ボランティア休暇 一の年において５日の範囲内の期間 

結婚休暇 ７日の範囲内の期間 

出産休暇（産前産後休暇） 出産予定日以前８週間目に当たる日から出産の日



までの期間において職員から請求のあった期間と

出産の日後８週間 

生後１年未満の子の養育のための休暇 １日２回それぞれ６０分間 

妻の出産休暇 職員の妻の出産に係る入院の日から当該出産の日

後２週間を経過する日までの期間内における３日

の範囲内の期間 

育児支援休暇  出産予定日の8週間前の日から当該出産の日後８

週間を経過する日までの期間内における５日 

生理休暇 ２日の範囲内の期間で、その都度企業長が必要と

認める時間又は日数 

妊産婦の健康診査等のための休暇 妊娠満２３週までは４週間に１回、妊娠２４週か

ら満３５週までは２週間に１回、妊娠満３６週か

ら出産までは１週間に１回、産後１年まではその

間に１回。ただし、１回につき１日の勤務時間の

範囲内で必要と認められる時間。 

忌引休暇 親族に応じ別に定める日数欄に掲げる連続する日

数の範囲内の期間（例：父母７日など） 

父母の追悼のための休暇 1日の範囲内の期間 

夏季休暇 一の年の７月１日から９月３０日までの期間内に

おける、週休日等を除いて原則として連続する５

日の範囲内の期間 

災害による職員の住居の滅失又は損壊による休

暇 

７日の範囲内の期間 

災害又は交通機関の事故等による休暇 その都度企業長が必要と認める期間 

災害時における危険回避のための休暇 その都度企業長が必要と認める期間 

感染症による交通遮断又は隔離による休暇 その都度企業長が必要と認める期間 

永年勤続休暇 勤続３０年又は３５年に達する日の翌日が属する

年度の週休日等を除く原則として連続する５日の

範囲内の期間 

子の看護休暇 一の年において５日の範囲内の期間 

短期介護休暇 一の年において５日の範囲内の期間 
 



５ 職員の休業に関する状況 

（１）育児休業及び部分休業の取得状況 

令和元年度  １人 

 

（２）介護休暇の取得状況 

令和元年度  実績なし 

 

（３）病気休暇の取得状況 

令和元年度  ７人 

 

 

６ 職員の分限及び懲戒処分の状況 

令和元年度  実績なし 

 

 

７ 職員の服務の状況 

（１）営利企業等の従事許可の状況 

令和元年度  １件 

 

（２）職務専念義務の免除の状況（令和元年度） 

区  分 件  数 

第１号 研修を受ける場合 ３５件 

第２号 厚生に関する計画の実施に参加する場合（人間ドック等受診） ５２件 

第３号 上記のほか企業長が認めた場合 １件 

               計 ８８件 

 

 

８ 職員の退職管理の状況 

 管理又は監督の地位にあった職員が、退職後２年間、営利企業等の地位に就いた場合は、

届出が必要となります。 

 令和元年度  ０件 

 

 

９ 職員の研修の状況 

 派遣元において実施される研修に参加しています。令和元年度は企業団として実施した

研修はありません。 

 

 



１０ 職員の福祉及び利益の保護の状況 

（１）職員の健康の保持増進対策（令和元年度） 

事業名 人 数 内容等 

定期健康診断 ２７人 
労働安全衛生法に基づく健

康診断 

人間ドック ５１人 
群馬県市町村職員共済組合

が行う人間ドック利用者等 

ストレスチェック ６３人 

労働安全衛生法に基づく心

理的な負担の程度を把握す

るための検査 

※上記以外の各種厚生事業は、派遣元において実施される事業に参加しています。 

※定期健康診断受診者と人間ドック受診者は１１人重複しています。 

 

（２）安全衛生管理体制 

１０人以上が勤務する事業場２か所に安全衛生推進者を選任し、配置しています。 

 

（３）公務災害補償の状況 

令和元年度  ０件 

 

 

１１ 公平委員会の業務の状況 

地方公務員法第３８条の５の規定による調査要求 令和元年度 実績なし 


